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はじめに

戦後の西欧を特徴付けてきた欧州共同体 (European Commun■y,EC)に よ

る経済統合は、EC独 自の構築物を形成してくる複雑な動態を示すと同時に、

直接、間接に残余世界に対しても影響を及ぼしてきた。加盟国がECヘー部の

“主権の委譲"を行うところに、特異な国際機関としてのECの独自性が見い

だされる。しかしECの発展の歴史は、“主権の委譲"の過程が必ずしも直線的

に進むものではなく、時に停滞・失敗を経験し、時に目覚ましい前進を示すこ

とを教えている。そして、ECの発展は、残余世界の影響から独立して進むも

のではなく、むしろそれから作用を受け、反作用を与えながら進行するもので

もある。本稿では、ECの対外関係を律する共通通商政策(CommOn cOmmer‐

cial Policy,CCP)の具体的検討を通じて、EC統合の動態に迫ろうというもの

である。

ECが対外経済関係を再編成する場合、CCPは最も重要な政策手段である。一

単にローマ条約に明確な条文があるからというだけでなく、ECがまず第すに

経済統合を基礎としているからである。CCPは、対外共通関税を設定する一

方で、特に過渡期終了後の1970年以降、加盟国を代表して域外第二国との間に

各種の通商協定を締結してきた。ECが結んできた一連の通商協定は、相互に

内容が異なるものであり、“通商協定の階層 (Hierarchy of Trade Agree‐

ments)"と 呼ばれているP“通商協定の階層"に代表されるCCPの特徴は、

ECの “地域主義"ないしは “双務主義"に根差したものであり、ガット (関

税と貿易に関する一般協定、General AgreeFnent On Tariffs and Trade,
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GATT)との間に緊張関係を持たざるをえない。何故なら、後者は“自由・無
差別・多角主義"を基本原理としているからである。ECと ガットの緊張関係
が最も先鋭的な形で現れたのが、1973年から1979年にかけて行われた第 7回

多角的通商交渉、東京ラウンドにおけるECの選択的セーフガードの追求であ

る。そこで、本稿は、この問題を中心にCCPと ガットとの緊張関係を分析し

ていく。これはまた、選択的セーフガードがECに とって重要な課題として登

場してくる経緯を分析した著者の前稿②において、残された課題 として留保し

ておいた問題に解答を与えるものでもある。

ところで、ECと ガットとの関係に関する研究がこれまで存在しなかったわ

けではない。そして、従来の研究の結論は、大別して二つに分けられうる。第
一は、ガットの基本理念に照らしてECは一種の例外乃至はガットを掘 り崩す

ものと見る見解である9他方、世界大での自由貿易は各国の利害調整の困難さ

という政治的障害に直面する。“地域主義"は それへの対抗策としてまず地域的

自由化を推進し、次第に貿易の自由化の領域を世界大のものへと広げるための

一段階であるとして、これを肯定的に評価するものが第二の見解であるソ “地
域主義"が “自由・無差別・多角主義"に収飲するか、否か、という点で両者
は立場を異にしているが、ガットを中心にした見方である、という点において

は共通項が見られる。別言するなら、ECか らガットを眺めるという分析視角

は等閑視されてきたのである。それ故、本稿は既存の分析視角とは異なる視角
からECと ガットの関係に接近することになる。

ECと ガットの対立を象徴したものとして本稿が取 り上げるセーフガード問

題に対する既存の研究にも、同様の盲点がある。東京ラウンドにおいてセーフ

ガード改革が取 り上げられ、主要な論争点
・
の一つとなり、しかも、合意に至ら

なかったことに関する従来の研究は、問題を通商政策論的に処理してきたので

ある。セーフガァドやその改革の意義について評価する研究では、これを肯定

するもの0と 否定するもの0に分かれる。他方、セーフガード改革の根拠につい

ての分析においては、貿易の長期的利益を確保する上で生じる短期的、政治的
・

障害への対応策としてセーフガードの必要性を説くもの0があるが、同時に、そ

れがガットの “灰色領域"に 属する種々の措置、例えば、“輸出自主規制

(Voluntary Export Restraint,VER)"へ の代替策であるが故に実現可能性が

うすい とする見解③も存在する。セーフガこ ドについて も賛否両論が入 り混

じっているのが実状ではあるが、 ここでもやはり、ECが この問題を提起 した
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ことをECの立場から説明しているものはない。

ECか らガット、そして、セーフガード問題を眺めるということは、東京ラ

ウンドにおける交渉内容やその経緯が、EC統合の如何なる特徴、限界を示し

ているのか、という問いに答えることである。本稿では、具体的には以下のよ

うにしてこの問題に接近する。第 1章では東京ラウンドが行われた 1970年代に

おけるECの全般的な方針、その背景となった政策イデオロギーの特徴と限界

を明らかにする。そのような特徴が、東京ラウンドにおけるECの交渉方針の

内容 とその変化に如何に反映されたか、特にセーフガード問題を中心にしなが

ら分析するのが、第 2章である。そして、東京ラウンドの実際の交渉過程を、

第 3章で概観する。第 4章は、セーフガード改革の失敗の理由を考察した後で、

セーフガード交渉の意義とその失敗によって残された課題を示す。そして、最

後に総括と今後の展望を行うこととする。

第 1章 1970年代ECの路線修正

過渡期終了後の 1970年代のEC統合は、「深化」と「拡大」を基本的な方針

として進められることになつていた。しかし、その実際の過程は必ずしもEc
への “主権の委譲"を 円滑に促すものとしては進まなかった。

経済通貨同盟の設立を目指した「深化」の過程は、その方針の修正と実行主

体の変更を余儀なくした。1970年の『ウェルナー報告』は、経済通貨同盟設立

の具体的内容、方策を検討した

')『

ウェルナー報告』は、経済政策の収飲によっ

て為替相場の変動を縮小させることを主張した西 ドイツをはじめとする「エコ

ノミスト」と、為替平価の固定を先導的に行うことを主張したフランスを中心

とする「マネタリス ト」の間の妥協の産物 として生まれた。しかも『ウェルナー

報告』は経済通貨同盟を 10年間で作 り上げ、ECへのかなりの程度 “主権を委

譲"することを目標 とした野心的な計画であつた。しかし、国際通貨制度の動

揺、石油ショック、そして、それに続 く不況によって、ECの野心的計画の失

敗は明白となった。さらにその失敗は、客観的状況の悪化のみならず、域内の

二大国の政策目標の並列的妥協 という計画そのもののずさんさに起因するもの

でもあった,の

経済通貨同盟を流産させた理由の一端が、計画作成当時予想だにされなかっ

た客観的状況の悪化にある以上、そのことは新たな条件に対応した方策を求め
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るものであった。当初の計画の失敗を前提として、1974年 12月 のパリ首脳会議

は、それまで不定期に開催されていた首脳会議の定例化、即ち、欧州理事会の

創設を決定し、直面する経済的困難にプラグマティックに対応することを提起

している。その後 1975年 3月 に発表された『マルジョラン報告』も、野心的な

計画の無意味さを認め、当面の課題 としてインフレーション、失業、国際収支

赤字への対処を求めている。パリ声明や『マルジョラン報告』が示した方策は

ECの方針の修正を示すものであり、その具体的内容は需要管理策の協力を求

めるものであった。しかし、それは「エコノミスト」がかつて想定したような

経済政策の収飲を意味するものではなかった。修正された方針は、インフン、

失業 というマクロ経済問題に対して、国‐際収支黒字国の先導を基礎にした需要

管理策の効果的な割 り当てによって克服されるべきである、としている。そし

て、裁量的需要管理策の実効性を高め、インフレを抑制し、失業を解決するた

めに、政労使間の三者協力が強調されている。さらに、構造調整の必要性が指

摘され、上述の修正を補完するものとして、共通地域政策、共通社会政策等の

拡充が支持されているが、それらはすでにその重要性がある程度は理解されて

いたものを再確認するというものであった。ここに、10年間で経済通貨同盟を

創出するという野心的な試みから、むしろより具体的、緊急の課題への対応を

進める、という方向への修正を読み取 りうるのである,。

上述のような修正は、市場への介入を是認する当時の経済政策上のイデオロ

ギーを反映したものであつた。確かに、為替相場の不安定、石油ショック等は

当初予想されなかった問題ではあったが、カロ盟国共同の対応の欠如が問題をよ

り悪化させた、というのが一般的な評価であり、それ故欧州理事会が定例化さ

れたのである。そして、各国の需要管理策の失敗が問題を深刻化させた側面が

あるにしても、需要管理策そのものを否定するものではなかった。当面の課題

は需要管理策の放棄ではなく、相互依存の高まった世界においてそれをいかに

効果的に協調させるのか、というところにあった。1950年代、1960年代のイン

フレ無き経済成長を支えた需要管理策を、国際的なレベルで再調整し、不況か

らの脱出を図ることが求められたのである。当時EC各国において政権につい

た中道的な政治勢力は、需要面からの経済への介入を正当なものと見なしてい

たことのあらわれである,P

1960年代末からの労働市場の逼迫とそれに伴う労働側の交渉力の上昇は、労

働市場における累積的な賃金上昇圧力を生み出した。そこで多くの西欧各国政
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府は、国によって程度の差こそあれ、労働組合の経済政策への関与をある程度

認めることと引き換えに、労働組合の賃金要求における自己抑制を求める形で

問題の解決を図つた。所謂「コーポラティズム」的解決が模索されていたのだ

が、これ,も 又、市場への能動的介入の一形態であつた,0-連の共通政策の拡充

も、それ自身の効果は限界的なものではあるが、市場によらない資本の再配分、

所得の再分配を企図したものであった。つまり、ECの方針の修正は、経済的

諸困難に対して、市場への介入を基本として対処しようとする当時のイデオロ

ギーを背景 としていたのである。

当時の政策イデオロギーを背景として、プラグマティックに主に需要面から

市場に介入しようとしたことは、その実行主体の変更を不可避的に追るもので

あった。未だ規模も小さく、赤字財政が認められていないEC財政は、量的に

も、質的にも需要管理策をECが行いえないことを意味する。さらに、需要管

理策は、単にEC域内での協力のみならず、残余世界、特に、アメリカ、日本

との協力を不可避とするものである。しかも、世界大での需要管理策の “国際

協力"に おいて、EC各国が取るべき政策は、各々の置かれた客観的状況によっ

て、必然的に異ならざるをえないのであるgoっ まり、世界的な文脈においてE

C各国のとるべき処方箋を位置付ければ、ECへの “主権の委譲"を通じてで

はなく、各国が主体 とならざるをえないのである。他方、政労使協力の推進に

対して一定の合意が存在したが、そのような目標は各国単位において追求され

ざるをえない性格のものであつた。確かに、政労使協力は 1970年代の欧州にお

ける一つの特徴ではあつたが、それがECンベルのものに代替されうるもので

ないことも明らかであつた。EC各国における労使間関係は、各国固有の歴史

的、政治的、社会的背景に基づいて形成されたものであることから、それへの

介入を意味する政労使協力の程度や方法、成果は国によって大きく異なってい

たからである。上記の目的を追求するにあたって、補完的なものとして、しか

し同時に、限界的、二次的なものであるが故に、共通政策の拡充が認められた

のである。カロ盟国首脳が定期的に会合を持ち、ECや世界の政治経済問題を討

議する場として設立された欧州理事会は、上述のように加盟国主導で問題へ対

処することの必要性に呼応したECの制度改革だつたのである,D

制度改革を伴う上述のようなECの方針修正は、それ自身EC統合にとって

問題を含むものであった。需要管理策を通じて積極的に市場に介入することが

経済政策の根幹であったとしても、その政策目標は国によって異なっていた。
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一方において雇用を重視した政策運営を指向する傾向にあるフランス、イギリ

ス、イタリア等があり、他方において西 ドイツ等は物価の安定を最優先する政

策を指向した。異なる政策目標を有する国々の需要管理策をインフレ無き成長

に向けてどのように協力させるか、ということが課題であり、修正された方針

の困難さを表していた。しかも、石油ショックとそれに続 く不況とインフレヘ

の対応の相違がもたらした各国の客観的条件の相違は、西 ドイツに成長のけん

引役を、フランス、イギリス、イタリアにはインフレ抑制的な政策を求めたが、

それは従来各国の指向していた方策とは逆のものであつた

'の

さらに、域外諸国

との相互依存を考慮するなら、需要管理策の協力は、ECレベルに止まること

なく、少なくとも先進国間の“国際協力"と して追求されるべき課題であった。

その具体的形態が、先進七カ国首脳会議、サミットという世界的なンベルにお

ける需要管理策の協力、即ち、「機関車論」の追求であつた

'つ

そうした努力の結

果として 1978年ボン・サミットにおいて需要管理策の割 り当てが合意された。

ボンでの合意はECの方針と合致した方向での成果と言えるが、加盟国の利害

を収飲させ、ECレベルヘの “主権の委譲"を促すような求心力を持つもので

はなかった。

さらに付言するなら、サミットという新たな国際機構の成立は必ずしもEC
の求心力を高める性格のものではなかつた。1971年のエクソン・ショック以降、

国際経済におけるアメリカの指導力の相対的な低下が顕著となり、そうした情

勢への対応策 として 1975年にサミットが開始された。つまり、サミットは国際

経済関係の覇権主導型の管理から集団指導型の管理への移行を象徴するもので

あった

'0こ

のことは、少なくとも経済的には、EC各国にとって単独では全く

対処しえない超大国の不在を意味した(か に見えた)。 ところで、域外における

強力な対抗勢力の存在が、ECの統合を進展させるのに大きく影響してきたこ

とは、多くの論者が認めるところである。具体的には、1960年代におけるアメ

リカの絶対的な地位が、ケネディ 0ラ ウンドに際してECの結束を強化し、ア

メリカの放漫なドル政策がEMS発足の重要な契機となり、1980年代における

日本の台頭が単一欧州議定書と「1992年域内市場計画」の一つのきつかけと

なったこと等を想起すればよいであろう。その意味からするなら、サミット体

制の成立は、アメリカの地位の相対的な低下によってECと しての求心力にあ

る種の弛緩状態をもたらしたとも言えよう

'"し

かも、サミットにおける利害関

係の配置は、必ずしもECへの求心力をもたらすものではなかった。フランス、
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イギリス、イタリアは、アメリカとともに、西 ドイツ、日本に需要喚起策を求

めることに利害の一致を見いだしたが、後者は逆に前者に対してインフン抑制

的な財政運営を求めた。つまり、サミットにおいてもEC内部の利害対立が表

面化することがしばしばあったのである。

さらに回顧的に眺めるなら、裁量的需要管理策は客観的問題への解答として

は不十分なものであった90原燃料価格の高騰 とその結果 としての先進国から

原燃料輸出国への所得の移転、長期の経済成長の結果としての労賃上昇とEC
各国の労働市場の硬直化、輸出勢力としての日本や新興工業国 (Newly lndus‐

trialising Countries,NICs)の 台頭、等は、この時期までに生じた構造変化を

表すものである。そのことは供給面での構造調整を迫るものであったが、当時

の対応が需要面での裁量的な管理 とその国際的な協力を基本 としていたこと

は、必ずしも問題の根本的な解決とはなっていなかったのである。世界経済の

構造変化にもかかわらず需要管理策の “国際協力"が追求されたことは、需要

管理策への信頼が未だ強固なものであったことによるgりそして、構造調整の間

題が意識されていたとしても、そのための政策的対応については二次的な意義

しか与えられていなかった。このことは、構造調整という課題を担うべき共通

政策の拡充を眺めれば、さらによリー層明確になる。

共通政策の拡充は、修正された方針を補完するものではあっても、EC統合

を飛躍的に推進しうるようなものではなかった。それは何よりもまず量的な限

界に逢着せざるをえなかった。共通社会政策、共通地域政策の進展は、EC財
政を通じた再分配機構の拡充を意味していた。確かに両者とも国際関係との文

脈を明瞭に意識してはいた。のが、そのことは必ずしもその対応策を十分に備え

ていることを意味しない。貝口ち、欧州社会基金、そして 1975年に新たに導入さ

れた地域開発基金は、EC財政において低い比率を占めるにすぎなかった。E
C財政の絶対的な規模そのものが小さく、CAPへの支出がEC財政の 7割を

越える状況下で、EC統合を飛躍的に進歩させるような共通政策の拡充は望む

べ くもなかったのである。1970年代に新たに実行されることになった共通地域

政策も、経済発展の遅れた周辺小国であるアイルランドをつなぎとめる受動的、

限界的なものでしかなかった,0

共通産業政策は、既に 1960年代からEC委員会が一連の提案・報告を出し、

その実現が求められて来たものである

'。

その基本は、より広 く、競争的な共同

市場の確立であったが、1970年代半ばから構造調整を念頭に置いた要素を加味
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するようになってきた。構造調整が問題となる場合、通常は一方における成長

産業の育成、他方における成熟・衰退産業の整理、という二重の課題を背負う

ことになる。しかし、前者に関しては加盟各国独自の方策と重複が見られ?り E

Cと しては専ら研究目的の資金供与を行うのみで、むしろ後者に力点を置いた

産業政策を遂行していた。しかも、その場合でも、各国の補助金の調整と域外

からの競争圧力の緩和を意図したものであつた。つまり、共通産業政策におい

て、構造調整の必要性は、域外からの競争によって受動的に意識されていても、

ECと しての明確な方向性、処方箋を提起しえなかったのである。この時期に

一定の進展の見られた共通政策の拡充とその限界は、構造調整という供給面で

の課題に対するECと しての本格的な対応の遅れを意味するものであつた。

以上見てきたようなECの方針の修正とそれに伴う実行主体の変更は、1970

年代のEC統合のもう一方の柱である「拡大」によって、さらに複雑化、問題

化した。即ち、ECと いう地域的な対応よりはアメリカとの関係を重視したイ

ギリスのEC加盟が、ECと しての政策決定に対して遠心力を与えたのであ

る,6)

1973年に加盟を果たしたイギリスはECを 自らの利害に適合的なものに再

編成することを求めた。イギリスのEC加盟直後に保守党から政権を奪った労

働党政府は、まず何よりもEC加盟条件の再交渉を求めた。この問題は、1975

年のダブリンにおける欧州理事会での妥協と国民投票によるイギリスのEC残

留によってようやく解決されたが、それはECに対するイギリスの消極的な姿

勢を象徴するものであつた。石油ショックヘの対応として、ECの共通エネル

ギー政策の必要性が求められたが、北海油田に対する主権を確保するために、

ここでもイギリスの態度は否定的なものであった。さらに、1978年 3月 の経済

再活性化のための “フアイブ・ポイント・プラン"。つは、イギリスの独自性を明

らかにするものであつた。アメリカとの特別な関係を常に考慮に入れながら対

外政策を展開するイギリスにとって、この “プラン"は ECと アメリカの利害

に橋渡しをするものとして構想されたが、それ故にECと しての政策目標ヘイ

ギリスの対応を収飲させる際の障害となった。“プラン"が為替相場の安定を

IMFレベルで求めていたことから、イギリスの欧州通貨制度への参加にとつて

一つの阻害要因となったことは、その典型例 と言えよう90独自の経済的利害を

有し、国際的政策協調に際してアメリカとの関係を重視していたイギリスの加

盟によるECの「拡大」は、EC統合への「政治的意志」に求心力を与えるよ
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りも、むしろ遠心力をもたらすものであつた。

以上、石油ショックと不況を経る過程で、ECの方針の修正とそれに伴う実

行主体の変更がありtこ れに「拡大」の影響もあいまって、ECへの求心力が

低下したことを見て来た。このようなECの方針の変化や求心力の低下は、C

CPに も当然影響を及ぼすところとなった。東京ラウンドは、この時期のCC
Pに とつて最も重要な課題の一つであり、そこでの交渉にも上述の特徴を見る

ことができる。そこで次に、東京ラウンドにおけるECの交渉方針とその変化

を見ていこう。

第 2章 ECの東京ラウンド交渉方針

197二 年 12月 の外相理事会において、ECはガットの多角的通商交渉の開始

を初めて正式に承認した。そして、1973年 4月 のEC委員会覚書。りを基礎にし

て、東京ラウンドにおけるECの基本的な交渉方針が確定された。その内容は、

大枠以下のごとくであった。

EC委員会覚書は、説明上の覚書に始まり、交渉の一般目標、工業製品関税、

非関税障壁 (Non Tariff Bariers,NTBs)、 農業、発展途上国、そして、セー

フガード、という構成になっている。最初の説明上の覚書において、それまで

の統合の成果である関税同盟と共通政策、特にCAPを、何としてでも守り抜

く意志を表明している。続 く第 1章で、一般目標 として貿易自由化と発展途上

国の利害の尊重を謳っている。第 2章は、工業製品1関税を取り上げているが、

特に注目すべきは関税の調和化、並びに、一般特恵制度による発展途上国への

利益が貿易自由化により侵食されることのないよう求めている点である。

NTBsの取 り扱いに当たつては、その除去がもたらす経済的意義の不可測性か

ら、条件付最恵国待遇 と紛争処理機構 という新しいルールを求めている。農業

に関しては、CAPには手を付けない、という意志が確認されている。発展途

上国問題では、先進国の一般的義務を確認するとともに、ECの特殊利害を考

慮した対応の余地を残すことを求めている。そして、最後の第 6章が東京ラウ

ンドにおけるECの方針の大きな特徴をなしたセーフガード条項についてであ

る。そこで、その内容をさらに詳しく見ていこう。

EC委員会覚書は、ガットのセーフガード条項が、緊急時の救済策という当

初の目的を十分に果たしていない実情から、その改正を求めている。その要求
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内容は、セーフガードの利用を容易にする規定とそれに伴う義務の明確化とい

う二つの側面をもつものである。セーフガードの選択的適用と適用に際しての

補償措置の緩和が、前者の具体的内容であり、後者のそれは輸入国国内経済の

調整とセーフガードの逓減的かつ時限的性格の明確化、そして、国際的監視の

三点である。つまり、ECは 当初ガット19条に柔軟性と厳密さを与える方向で

その改正を図るよう求めていたのである。

以上が、東京ラウンドを目前に控えたECの基本的な交渉方針である。EC
が、“より自由な貿易"を否定するものではないにしても、それを無条件に認め

るものでもないことは明らかである。“より自由な貿易"を承認し、世界大での

国際分業への適合を進める過程で生じる調整が過大なものとなる場合、ECは
これに迅速かつ最小のコストで対処しうるような措置を国際的に確立しようと

した。その具体的形態が選択的セーフガードだったのである。当初からECの
東京ラウンドに向けての交渉方針は、二面的性格を持つものであつた。しかし、

選択的セーフガード要求はガットの基本原則の一つである無差別主義に反する

差別的な性格の条項の挿入を求めるものであり、既存のセーフガードとは大き

く異なるものである。

ECが改革の対象とした既存のセーフガードは、ガット19条に規定されたも

のであり、大枠以下のような内容となっている。即ち、不測の事態によって輸

入が急増し。国内産業に被害がもたらされる場合、若しくはそうした恐れがあ

る場合、当該輸入国が一時的にガットの義務を免除され、何らかの輸入規制措

置を取ることを認める。但しその場合、当該輸入国は輸入規制措置をその被害

の源泉に関わらず全ての輸入に対して無差別に適用し、しかも、その措置によっ

て影響を被る輸出国に対して補償の義務を負うというものである。このガ

'ト19条 に当初期待された役割は、“より自由な貿易"の行き過ぎを制御しうる安全

弁を与えることによって貿易の自由化を促進すると同時に、輸入規制要求が容

易に実行されないようにする、といった二重のものであった。つまり、国際貿

易を管理するに当たって、それは受動的なものであり、機動性を欠くものであっ

た。

既存のセーフガードが、上述のようなのものであったことから、その改革は

単にECか らのみ求められたわけではなかった。1972年の OECDの 国際貿易

と経済関係に関する報告書が、既にセーフガードの再検討の必要性を指摘して

いた,01947年から1966年 までガットの事務局長を務めたホワイトは、既存の
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セーフガードが自由貿易理念の一層の現実化に当たつて予想される障害に有効

には対処しえないものであるとして、その改正の必要性を強調していた

'。

この

ようなセーフガー ド改革の要請は、現実的な課題から提起されたのである。即

ち、輸入国からの要求によってVERや「秩序ある市場協定 (Orderly Market

Agreement,OMA)」のような差別的な輸入規制措置が、「灰色措置」としてガッ

トの枠外において追求されるようになってきたからである。「灰色措置」の横行

が、国際通商体制 としてのガットの役割、威信を形骸化させることは明らかで

ある。その意味で、これに対処することはガットなり、その下での “より自由

な貿易"の追求に現実性、有効性を与えるものと期待されたのである。程度や

内容に差異はあつても、少なくともガットのセーフガードに実効性を持たせる

ための改革は、ECのみの要求に基づ くものではなかったのである。

ECの交渉方針が、“より自由な貿易"の追求と自由化に伴つて生じるであろ

う調整の影響を機動的に管理する機構の構築、という二重の目的をもつもので

あったことは、ECに とつて東京ラウンドがニクソン・ ショックヘの対応とい

う一般的目的とCCPの拡充というEC独自の目的を有することに起因してい

る。

1970年代の経済的困難は、ニクソン:シ ョックに始まると断言しても過言で

はなかろう。自由貿易の理念を標榜し、ガットにおける一連の貿易交渉を通じ

て “より自由な貿易"の追求を主導してきたのがアメリカであつたことは周知

の事実である。アメリカ自身が市場を開放し、積極的な需要喚起本によって世

界経済に拡張圧力を加え、さらには軍事援助を含む対外経済援助を行うという

“国際協力"を遂行してきたことは、自由貿易理念の具体的実現にとって不可

欠であつた

''そ

の最大の成果が、1967年 6月 に妥結した第 6回多角的通商交

渉、ケネディ・ ラウンドであつた。しかし、アメリカの貿易収支が大幅な赤字

となることが 1971年半ばには明らかとなり、ニクソン新経済政策が発表された

のである。アメリカが、ガットに禁止されている輸入課徴金の賦課を行う意図

(実際には、その後の交渉によつて課徴金は課されなかった)を示したことは、

“より自由な貿易"が、もはやアメリカの主導的な “国際協力"に よっては実

現されえないことを意味したも“国際協力"の分担が、ECを含む残余世界にも

求められるであろうことは明らかであつた。東京ラウンドの開始を承認した

1971年 12月 のEC外相理事会声明は、そうした認識を示すものであつた

'鋤ECが、“より自由な貿易"を維持し、拡大すること、そしてそのための“国
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際協力"への理解を示したことは、EC経済の世界経済のなかに置かれた位置

を反映するものであつた。国内総生産の伸びを上回る貿易の伸びは、EC経済

の貿易依存度を上昇させることになった。即ち、EC(9)の GDPに占める輸出、

輸入の比率は、各々1958年の 19.0%、 17.9%か ら、1973年には23.2%、 22.5%

へと増加したのである

'。

このような変化は、確かにEC関税同盟の結成、CA
Pの成立による域内貿易の伸長によるところが大きく、同じ時期にEC(9)の 総

輸出に占める加盟国への輸出比率は、34.3%か ら52.2%へ と変化したのであ

る,。 しかし、ECの貿易が全体的に増大したことを受けて、EC(9)の GDPに 占

める域外貿易の比率も9%前後を維持したのである (グ ラフー 1)。 しかもこの

ような変化は、域外から一次産品 (SITC分類 0～ 4)を輸入し、製品 (SITC

分類 5～ 8)輸出でこれを賄うという加工貿易の基本的な型を維持しながら進

んだ。ここでさらに製品貿易の内容を詳しく見ていくと、そこには傾向的な特

徴を見いだすことができる。即ち、繊維、鉄鋼を中心とした原料別製品(SITC

分類 6)や衣類を中心とした雑製品(SITC分類 8)の重要性が低下する一方で、

資本・技術集約的な化学製品 (SITC分類 5)、 機械・運送機器 (SITC分類 7)

への特化傾向が進んでいるのである(表-1)。 このようなEC貿易の特徴から

するなら、少なくとも工業製品の世界市場を開放的に保つことは、その利害に

適うものであろう。

1958-67Ъ
681「

9691F1970■

「
971411972119734「

19749751「19764F977年 19784F l

(出所)物 ″π Eω%のり No.7.1980.付 属統計から作成

グラフー l ECの 貿易依存度 :対 GDP比
(単位 :%)
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表-l EC貿 易構造の変化 (1960～1976年 )

単位 :100万 $,%:輸出 :fob,輸入 :cif

域外輸入構成域外輸出構成

-2,532.0

-5,190.9

--1,745。 3

1,090。 3

2,759。 5

4,572.4

1,186。 9

21.8

30。 9

13.9

4.7

15.6

10,6

2.4

4,170。 1

5,909.2

2,666.8

907.6

2,989。 6

2,033.0

462.1

8.5

3.7

4.8

10.4

29.8

34.3

8.6

1,638.1

718.3

921.5

1,997.9

5,749.1

6,605.4

1,649.0

飲食料品

原料

燃料

化学製品

原料別製品

機械・運送機器

雑製品

域外輸出額

-10,430.6

-15,996.3

--16,586.0

6,754.0

3,852.3

26,453.3

1,808.1

17.7

18.4

19.2

4.6

18.6

14.2

7.4

18,045,1

18,779.6

19,665。 4

4,676.2

19,002.1

14,509.1

7,530.0

7.8

2.8

3.1

11.7

23.3

41.8

9.5

7,614.5

2,783.3

3,079.4

11,430.2

22,854.4

40,962.4

9,338.1

飲食料品

原料

燃料

化学製品

原料別製品

機械・運送機器

雑製品

-4,145。 2

域外輸入構成

-12,875.0

-20,816.5

-47,841.6

10,968.4

6,218.0

46,371.5

870.0

13.3

14.3

31.7

4.5

15.0

13.6

7.6

22,84412

24,480.9

54,251.9

7,718.8

25,785.0

23,291.5

13,034.4

6.5

2.4

4。 2

12.1

20.7

45。 1

9.0

9,969。 2

3,664.4

6,410.3

18,687.2

32,003.0

69,663.0

13,904。 4

飲食料品

原料

燃料

化学製品

原料別製品

機械・ 運送機器

雑製品
―…17,105。 2171,406.7

(出所)UN,Commodity Trade Statistics,各 号よ
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上述のような変化は、しかしながら、EC各国に共通して見られたものでは

なく、むしろ各国毎の相違を均したものとして表されたものであった (グ ラフ

ー2-1～ 3)。 化学製品、機械・運送機器の輸出比率を順調に上昇させたのは西

ドイツであった。フランスも同様の傾向を見せたが、西 ドイツよりは低い比率

で、しかもこの間CAPの影響もあって飲食料品の比率も大きく上昇させた。

イタリアは、衣服 (1973年の総製品輸出中 7.1%)、 履物 (同 5.6%)の輸出比

率が高いこともあって、雑製品のシェアが目立って上昇している。1960年代に

EC域外に止まったイギリスは、機械・運送機器の比率を減少させ、むしろ原

料別製品、雑製品の輸出比率が高まっている。小国のオランダ、ベルギー・ ル

クセンブルクは、特定部門への著しい特化を特徴としていた。即ち、前者は化

学製品の、後者は鉄鋼 (1973年 の総製品輸出中 20.5%)、 繊維 (同 9.9%)を 中

心とした原料別製品の、総輸出に占める極端に高いシェアを示した。このよう

な各国毎の特化の在 り方を反映して、域内分業においてある種の相互補完的関

係が形成されていた。相互補完的域内分業を前提として対外的な自由化を進め

ることは、そのコス トと不U益をカロ盟各国に不均等に分配することになり、それ

故に独特な配慮を必要とするものであろう,0輸出利益を確保するために特に

西 ドイツが主張した自由貿易理念の具体化は、輸入競争圧力にさらされる層か

らの圧力を強 く受ける加盟国からの反発を不可避 とする。ECが意識的にその

過程を管理するところの機構、セーフガード改革を求めたことの第一の根拠は

ここにある。

東京ラウンドは、同時に、CCPの拡充を図る場という意味合いをもつもの

であった。CCPが対外共通関税に止まることなく、加盟国の通商権限を代表

するものとして発展するようになったのは、1969年 12月 のハーグ首脳会議に

おいてEC統合を一層推進することが確認された後の1970年以降であった。そ

して、加盟各国が結んでいた個別の通商協定をECレベルのものに統一化する

ことが試みられたのである。通商協定統一化の一環として、しかも最大の交渉

相手として、1970年から1973年 まで対日通商協定交渉が行われた。しかし、日

本との交渉過程において、Ёc委員会は加盟国の利害を収飲させることができ

ず、むしろ日本に対してセーフガードを含む要求を羅列的に突き付けたbさ ら

に、一部の加盟国はEC委員会と別個に日本に家電品等のVERや OMAを求

める交渉を行い、他方で西ドイツは日本とのVER、 OMAをカルテルと見なし、

域内における対立が激化した。日本との交渉は、最終的にはセーフガードを巡
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グラフー 2-l EC各 国の貿易構造 (1960年 )

(単位 :%)

麟 製品

に機械・輸送機器

園原料別製品

EFLa品
脚

椰

□飲食料品

西ドイツ  フランス  イタリア  イギリス  オラング
 がッ[ラ クルク

(出所)UN,①勿 θ蒻″物 滋 働励勧途より作成

グラフー 2-2 EC各 国の輸出構造 (1973年 )

(単位 :%)

籾 品

圏機械・輸送機器

□原料別製品
□陀学製品
EDl
鱚
□隊食料品

西ドイツ
フランス

イタリア
ィギリス

(出所)グ ラフ2-1に同じ

オランヘルギーFン
マー

多ィルランド
ルクセンブルク
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グラフー2-3 EC各 国の輸出構造 (1976年 )

(単位 :%)

蜘 品

§ミ]"鶴 饉裁・ 軸

圏原料別製品

ElfL学 製品

囲
瘍

い 品

西 ドイツ     イタ リア     オラ ング     デンマーク
フランス    イギリス   ベルギー・   アイルランド

(出所)グラフ 2-1に同じ  
ルクセンブルク

る対立のために失敗に帰してしまい、セーフガード問題は東京ラウンドで討議

されることが日本 との間で合意された。このようにして、CCPへの求心力が

失われつつあったことからも、東京ラウンドの意義、そこでの選択的セーフガー

ドの追求の意義が認められたのである。東京ラウンドにおける選択的セーフ

ガード問題は、当初は「日本問題」として提起され、しかもその解決を通じて

CCPへの求心力を取 り戻すためのものでもあったのである,0

ECの東京ラウンド交渉方針は当初から二面的なものであつたが、石油

ショック、それに続 く不況を経るなかで次第に変化していつた。即ち、「日本間

題」の変質とそれに伴うセーフガードの主たる対象の変化がそれである。

石油ショックと経済不況は、ECに とっての「日本問題」を変化させる契機

となった。世界経済における日本の台頭は、残余世界をして日本に積極的な“国

際協力"を迫るものとなった。そして、対日貿易収支が悪化傾向にあったEC
は、拡大均衡的な方向で問題解決を図るようになってきた。即ち、ECに とっ

て関心の高い品目の関税引き下げ、基準認証制度等の NTBsの除去を中心とし

た日本市場の開放、日本の内需拡大によるECか らの輸入増加を通じた貿易収

支の拡大均衡を目指すものであつた。そうした課題は、EC一 日本間の双務的
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な交渉のみならず、サミットでも、東京ラウンドでも、重要な問題として追求

されたのである。他方、輸出自主規制要求を含む特定品目?輸入規制は、むし

ろ、機会主義的に処理された

'つ

このことは、世界市場における甲本の台頭とい

う構造変化にもかかわらず、新たに大国となった日本に、アメリカや欧州と並

ぶマクロ的な需要面での “国際協力"に対する共同の責任分担を迫るものであ

り、先に見たECの方針の修正と軌を一にするものであつた。

ECの対日方針が変化するのと並行するように、NICsと 呼ばれる国々が日

本に続く新たな輸出勢力として世界市場に登場してきた

'。

このことは東京ラ

ウンドにおけるECのセーアガード改革と密接に関わるものであつた。NICs

の中でも特に、韓国、台湾、香港、シンガポールのアジアNICsは EC市場への

急速な浸透を示した (表-2)。 アジアNICsは、代表的なラテン・アメリカ

NICsであるブラジルをはるかに凌ぐ勢いでECへの輸出を伸長させただけで

なく、他のOECD諸国への輸出の伸びを上回つてECへ と向かつた。その結果、

ECの対 NICs貿易収支は全体としては黒字にもかかわらず、対アジアNICs

収支は赤字を計上し、その赤字額を増加させている(表-3)。 さ争
に、少数の

品目に集中したアジアNICsか らECへの急激な輸出の伸びは、アジアNICs

の急速な成長に起因するだけでなく、他のOECD諸国におけるアジアNICSに

対する保護主義の結果でもあつた(表-4)'"つ まり、アジアNICSの台頭その

ものが、ECに とつて輸入競争圧力を高めるのみならず、残余世界の通商政策

次第で予期せぬ輸入の増加が生じるうるのである。それ故、アジアNICsか らの

表T2 ECの 対アジアNiCs貿易動向

   ( )内 は、OECDの 数字

1975-1977生F

輸入増加率 :%
1977-1979■F

輸入増加率 :%
1979年輸入額

10喉艶$

韓国

香港

シンガポール

台湾

ブラジル

95(90)

35(60)

60(70)

50(70)

45(40)

60(50)

75(60)

90(90)

90(90)

25(30)

2.3

4.0

2.3

2.3

5.01)

(出所)Noelkё &Tylor(1981),p.166.
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表-3 ECの 対NICs貿易 (1975、 1979年 ) 単位 :10億 $

1)ブラジル、メキシヨ 2)ギ リシャ、スペイン、ポルトガル

(出所)Noelke&Tylor(1981)p。 171.

表-4 ECの アジアN:Csか らの事務機器輸入増加率

( )内は、OECDの数字

1975-19774F

輸入増加率 :%
1977-19794F

輸入増加率 :%
1979年輸入額

100万 $

韓国

香港

台湾

-50(25)

-25(40)

-40(20)

240(-5)

37(-12)

80(  10)

32.5

122.5

68.5

(出所)Noelke&Tylor(1981),p.167.

輸入の急増に対しては、それを許容範囲内に規制することが求められたのであ
る,0東京ラウンドにおける選択的セーフガード改革の主要な対象は、こうして

当初の日本からアジア NICsへ と変化していったのである。

ECに とって選択的セーフガードの対象が、次第に日本からアジア NICsへ
と移るなか、その要求もより先鋭化していった。即ち、当事者両国の合意がな

くとも、輸入国が一方的にセーフガードを選択的に適用することを可能にし、
しかもその際に監視機関へは事後承認で許されるように求めたのである。つま
り、より保護主義的方策を容易に取り得るようECは希望したのである。この
ようにECの要求が変化していったのは、一方で域内からそうした方策を求め
る圧力があったからであり、他方で域内からの要請がEC統合に遠心力をもた
らすようなものとして作用していたからである。

東京ラウンドが遅々として進まぬうちに、フランス、イギリスを筆頭とする

域内の保護主義的勢力は、その主張を先鋭化させてきた。1977年ロンドンにお
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4ア ジアNICs

1975    1979

2申南米NICs。

1975    1979

3南欧NICsa

1975    1979

輸出

輸入

貿易収支

2.4   6.0

3.4   9.0

-1.0  -3.0

3.8     4.7

0.5     1.4

3.3     3.3

7.8    13.8

3.6     9.5

4.2    4.3



“欧 州 共 同体 とガ ッ ト,一東京ラウンドにおける選択的セーフガー ドを中心にして一"

ける先進国首脳会議で、フランスが主張した「管理された自由貿易」が、それ

であり、その内容は、おおよそ以下の如くである

'1狙

口ち、自由貿易の原理は尊

重するものの、それが破壊的なものとなることは避けねばならない。そのため

には、長期的には構造調整を促す方向で、市場の発展に合致した市場シェアの

多角的な国際的監視を行う。過剰生産能力に直面した鉄鋼t造船のような部門

においては、投資に関しても国際的な協調を必要とする。1同時に対外的には、

それは輸出規制協定を伴うものでなければならない、としている。「管理された

自由貿易」は一方において、成熟・衰退産業の構造調整の必要性を説きながら、

他方において市場の分割を事前に決定しようとする、介入主義的なものである。

イギリスも同様の要請を行っている。1977年 11月 にはイギリスでも相次い

で自由貿易への疑間が出されている『
幼失業に直面して、自由貿易を維持するこ

とは、むしろ一方的な保護主義的措置をもたらすことになる、という危惧が示

されている。そして、過剰生産能力を抱える産業の整備を確実にしうる貿易の

流れの管理化を求めている。具体的には、発展途上国からの輸入競争圧力に直

面している鉄鋼、造船、日本との競争にさらされた自動車、電子機器を念頭に

置いたもので、多角的繊維協定に類した国際的計画を考えている。このような

「管理された自由貿易」の議論を背景として、イギリスは東京ラウンドでセー

フガードの選択的適用が認められることを、切に求めたのである,以
40

1P性的な国際収支危機に喘いでいたイタリアは、フランス、イギリスよりも、

さらに一層直接的な措置によって輸入を規制していた。その代表例が、1974年

5月から1977年 4月 まで断続的に行われた、対外支払い預託金制度である静。こ

れは輸入の際にその代金の50%を中央銀行に無利子で 3～ 6カ 月預け入れる

ことを義務づける制度である。ECは、CAPへの影響を緩和することを条件

に、イタリアのこの措置を事後的に承認した

'0他

方、1970年代にイタリアにお

ける新たな輸入規制の導入は殆ど見受けられないが、これはイタリアがEC結

成当初から加盟国中で最も多い数量規制を行ってきていることによる (表

-5)。 つまり、イタリアにとって新たに輸入規制を行うまでもなく、かなりの

程度輸入が管理されていたのである。それにもかかわらずイタリアは国際収支

危機にあえいでおり、そうした状況下において “より自由な貿易"に対するイ

タリアの積極的な対応を期待することは無理なところであろう。

域内における保護主義的圧力は、この時期のEC各国における政労使の協力、

「コーポラティズム」の成功の程度にも依存していた。即ち、すでに見たよう
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表-5 EC各 国における数量制限品目数

総数つ 繊維類 鉄鋼類

西 ドイツ

フランス

イタリア

イギリス

ベネルックス

デンマーク

アイルランド

28

94

121

62

62

40

14

24

53

63

62

50

24

2

0

2

11

0

1

0

0

1)食料品類を除く。

(出所)『欧州共同体の共通輸入規則

(理事会規則第288/82号 )』 (日経

調資料82-3)付属資料より作成。

に、インフレ抑制というマクロ経済的課題達成のために、ある程度労働組合の

譲歩を求めている時、政労使の協調を維持するために、政府 としても労働組合

からの輸入規制要求を無視するわけにはいかなかったからである。労働組合と

の関係が相対的に良好であった西 ドイツが、自由貿易的な立場にあり、他方フ

ランス、イギリス、イタリア等で保護主義的圧力が強かったことは、政労使協

力の度合いと無関係ではないのであるよつそして、このような対応は、当時の政

策課題においてマクロ経済的課題に最優先順位がおかれ、構造調整が二次的な

地位におかれていたことを表すものでもあった。

輸入競争圧力の高まりのもとで、先のような「管理された自由貿易」の要請

を背景として、VERを含むガット枠外の措置が頻繁に取られるようになってき

た。ECがセーフガードの選択的適用を要請したことは、こうした文脈で理解

されるところであるが、さらにそこにはCCP策定と絡む独自の利害が確認さ

れうる。ECと して共通の対応を可能とする基盤を欠いていたため、EC各国

は独自の輸入制限的な措置を頻繁に取るようになってきた。表-6は、EC各
国が 1970年代に新たに取った主な輸入規制措置のうち、確認されたものを示し

ている普め対外的な通商政策権限がECの専管事項 として合意されていたにも

かかわらず、事実上は各国政府によって実行される場合が多々あつたことを、
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発動国 対象国 対象品目 規tll方法 期間

西 ドイツ 湾

国

ム
ロ
語将

傘

刃物

数量規制

輸出自主規制

1977.4.か ら継続中⇒

1978.導入

フランス

日本

台湾

コロンビア

韓国

ラジオ

傘・ 部品

綿糸

ラジオ

玩具類

傘 。日傘

絹糸

ラジオ・傘

タイル

半導体

新聞印刷用紙

精密機器

腕時計

自動車

輸入禁止

輸入許可制

数量規制

数量規制

数量規制

数量規制

数量規制

数量規制

行政指導と

数量規制

行政指導と

数量規制

数量規制

数量規制

行政指導

市場割り当ての

1976.10。 から継続申1)

1976。 10。 から織糊売中1)

1976.6。 から1976.7.

1971.か ら継続中'
1974.か ら継続中⊃

1971.か ら継続中D

1974。 から継続中
1)

1977。 から継続中D

1978。 導入

1978.導入

入

入

入

導

導

導

７８

７８

７８

７７

イタリア 台湾 鋳鉄製パイプ付属品 数量規制 1976.1.か ら継続中→

イギリス 台湾

韓国

日本

履物

テレビ

陶器

履物

テレビ

履物

刃物

自動車

数量規制

数量規制

数量規制

輸入許可制

数量規制

輸出自主規制

輸出自主規制

輸出自主規制鋤

1977.8.か ら1977.12.

1976.10.か ら1977.12.

1977.5。 から継続中
1)

1977。 から継続中D

1977.か ら継続中。

1979.導入

1979。 導入

1975.

ベネルックス 韓国 刃物 輸出自主規制 1978,導 入

アイルランド 台湾

韓国

物

物

履

履

関税引き上げ

輸出自主規制

1976.11.か ら継続申⇒

1979.導 入

デンマーク 韓国 カセットレコーダー

ステンレス製刃物

輸入許可制

輸入許可制

1974.か ら継続中→

1974.か ら継続申D

“欧州共同体とガット,一東京ラウンドたおける選択的セーフオードを申心にして一"

表-6 EC各 国が1970年代に新たに導入した輸入規制措置

1)1978年現在

2)非公式市場シェア割り当て、3%
3)市場シェア割り当て業界間紳士協定、11%

(出所)IMR`Ttt Rおθ′πr物″
`ぁ

%ぉ%.″、付属資料、

IMF,`物do Fb′′″ 助 υ狗 %物お物 物励 JO%%加株."付属資料等より作成
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この表は明らかにしている。換言するなら、1970年代にCCPの基礎は掘 り崩

される傾向を有していたのである。その一つの理由として、セーフガードを含

むCCPが取 り得る輸入規制措置の限界が指摘されよう。セーフガードの選択

適用を認め、その機動的な活用を可能にすることは、加盟国からEC委員会に

通商権限を委譲させる上で、重要な必要条件であったと言えよう。VERに代替

するものとして選択‐的セーフガードがECか ら求められたことは、ガットの形

骸化を防ぐというだけでなく、CCPの形骸化、後退に歯止めをかける、とい

う二重の意味をもっていたのである。

アメリカの絶対的な経済力の衰退と指導力の低下の下で、すでに高い貿易依

存度にあり、戦間期のような保護主義への回帰が客観的には認められえないE
Cに とって、“より自由な貿易"の維持、推進を図ることが求められた。しかし

同時に、そうした過程をECな りの方法で管理することも求められ、それがセー

フガード改革であった。そして、東京ラウンドにおいてECが、次第により保

護主義的な選択的セーフガードを追求していったのは、域内からの保護主義的

な圧力が強まってきていたこと、並びに、そのような要求がECレベルの行動

に収飲することなく、むしろ、各国独自の行動へと向かうように作用し、EC
統合に遠心力をもたらしたことによるのである。以上のようにECの交渉方針

が策定され、変化してくるなかで、東京ラウンドの実際の交渉過程はどのよう

に推移したのであろうか。次にこれを詳しく見ていこう。

第 3章 東京ラウンド交渉の経緯

先に見たような交渉方針をもってECが、如何に東京ラウンドの交渉を進め

ていったのか、特に、セーフガード問題の展開を中心にしてその経緯をたどっ

ていこう。

1967年に妥結したケネディ・ラウンドに続 く多角的通商交渉への参加をEC
が最初に示したのは、1971年 12月 の閣僚理事会であった,の これは、同年 8月 の

ニクソン・ ショックとそれによってもたらされた国際通商体制の動揺への対応

であった。この時点でECが取り上げた課題は、農産物貿易の特殊性とNTBs
(同理事会における共同体声明第 3項)に関するものであり、発展途上国に対

する特別の関心 (同第 5項)であった。即ち、選択的セーフガード問題は、未

だガツトの場における具体的な課題 とはなっていなかったのである。
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多角的通商交渉を開始するECの意図は、1972年 2月 にアメリカとの間で合

意を見た

'OE C一

アメリカ交渉においても、貿易自由化と発展途上国問題に特

に関心が寄せられ、一定の合意が成された。そして、貿易の増進と生活水準の

改善 という交渉目的は、「貿易に対する障壁の漸進的撤廃 と世界貿易が管理され

る方法の改善」●均によって達成されるとし、1972年中にガットにおいて新たな

多角的通商交渉についての検討が進められることが確認されたのである。EC

一アメリカの合意、並びにtア メリカー日本の同様な合意を背景として、3月 の

ガット理事会は、正式に新ラウンドの開始を決定した。それをうけて、EC委

員会から1973年 4月 に新ラウンドの交渉方針についての覚書が提出され、6月

の理事会で最終的にECと しての交渉方針について合意が成立した,の ここに

初めてECが選択的セーフガードをガットの場において追求することが確認さ

れ、これ以降ECの基本的交渉方針の一つとして選択的セーフガードが追求さ

れることになった。
‐

1973年 9月 の東京におけるガット閣僚会議は、東京宣言を採択し、東京ラウ

ンドの開始を決めた。東京ラウンドの目的、内容、ガイドライン等を謳つた東

京宣言の概要は、以下のようなものである,0即 ち、自由貿易の理念を再確認し、

その対象とする領域を関税のみならず、NTBsの軽減 0撤廃、農業、熱帯産品

にまで拡大し、他方でそうした努力が実効的なものとなるためにもセーフガー

ドについての交渉を進めることを確認し、さらに発展途上国への特別の配慮、

相互主義を期待しないこととしている。貿易自由化と国際通貨のリンケージ問

題並びに発展途上国の取り扱いを巡らては、準備委員会の段階では最後まで収

拾せず、東京会議で関連国の閣僚が直接に妥協を図つた。ここで、国際通貨制

度の安定と “より自由な貿易"の実現についてそのどちらに優先順位を置くの

か、ということを巡ってアメリカとヨーロッパとの間に対立があった。欧米の

対立は、交渉権限を委任されていたEC委員会によって打開されたのではなく、

同時に会議に参加していたアランスとアメリカとの直接協議によって解決さ

れ、漸く東京ラウンドの開始が合意されたのであるξ。一方、セーフガード条項

の再検討を宣言に含むことは、この時点では問題とならなかったが、その解決

の方向性を宣言の文言からくみ取ることができないこともまた事実である,→

東京宣言は新ラウンドを1075年中に終了することを求めていたが、発足直後

に発生した二つの事件によってその進展は大きく遅れた。ウォーターゲート事

件のためアメリカ議会が行政府にガットでの交渉権限を委託するための 1974
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年通商法の審議が大幅に遅れ、これが発効したのは 1975年 1月 であつた。この

間に、3回の貿易交渉委員会が開かれ、関税、NTBs、 セクター問題、セーフガー

ド、農業、熱帯産品の 6つの準備作業グループが設置された。しかし、これら

の準備作業グループが正式の交渉グループに格上げされたのは、アメリカの新

通商法の成立後の 1975年 2月 の第 4回‐貿易交渉委員会においてであった。

アメリカの通商交渉権限の確定の遅れに加えて、石油ショックとそれに続 く

世界不況の進行が、東京ラウンドの進展をさらに遅らせることになった。石油

価格の高騰は、唯,のでは無いにしても、世界不況を深刻化させる重要な要因

となった。さらに、石油輸入額の増大による国際収支不均衡に直面した先進各

国にとって、新ラウンドによる貿易自由化を進めることは困難な状況になった。

それ故、新ラウンドの実質的な展開は、石油ショックと不況の影響が緩和され

るのを待たねばならなかった。

上述の客観的条件の悪化は、先進諸国の経済政策の優先順位に影響を与え、

国際経済を管理する新たな機構を生み出した。サミット体制と呼ばれるものが

それである『
01975年 11月 のランブイエ会議で始まる先進 7カ 国首脳会議は、

不況からの脱出を円滑にし、インフレ無き成長のために、需要管理策の “国際

協力"を模索することになった。アメリカ、日本、西 ドイツによる先導的協調

的需要喚起策、「機関車論」の追求がそれである。確かに貿易問題もサミットの

議題 とはなったが、それは保護主義を否定し、再三に渡つて東京ラウンドの早

期妥結を確認したに過ぎなかった。つまり、貿易自由化の成果を保証するため

の構造調整の問題は、サミットにおいて必ずしも中心的な位置付けを与えられ

てはいなかったのである。構造調整が、国際経済上の問題 として需要管理策の

“国際協力"に並ぶ、若しくはそれ以上の重要性を与えられるようになるのは、

ようやく1970年代末のことであつた

'つサミットにおいて日本が、アメリカ、西 ドイツに並ぶ大国としての責任を果

たすよう求められたことと並行して、ECの対日方針にも変化が見られた,め

1976年 11月 の欧州理事会は、対日貿易不均衡問題を取 り上げた。そして、EC
一日本の貿易収支不均衡に対しては、ECか らの輸出拡大を主軸にした解決策

が模索されることになった。具体的には、菓子類、アルコール類等を含む関税

の引き下げや自動車、医薬品等の基準・認証制度等に関連するNTBsの除去等

を軸にした日本市場の開放が求められた。確かに当時、鉄鋼、自動車、エレク

トロニクス、ベアリング、造船等の日本からECへの集中豪雨的輸出は問題視
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されてはいたが、欧州理事会の場において具体的な輸入規制を求めるものとは

ならなかった。このことは、セーフガード問題でもその主たる対象が日本から

次第にアジア NICsへ と移っていく契機 となった。

サミットは東京ラウンドの早期終結も求めたが、景気回復の遅れや 1976年の

アメリカ大統領選挙の影響もあつて交渉の進展は殆ど見られなかつた。この間

のセーフガード0グループの交渉は、1975年には4月 と667月 の二回行われ

た。準備グル‐プ段階で問題 とされたことは、「重大な損害 (mtteriaHniury)」

の定義、選択適用の可能性、そして多角的監視制度導入、等であつた。交渉に

向けてのECの方針は、既存の条項の効果的な適用の困難さの確認、より実際

的な適用の確立、そして、乱用防止、以上三点であつた。そして、実際の交渉

では、発展途上国の利害を考慮に入れながら、現在の制度の機能状況の検討、

それに基づく改革の内容の検討、以上二点について合意された,"セーフガード

を含む東京ラウンドの通商交渉は 1976年にも続けられたが、交渉そのものも低

調に終わつた。セーフガード問題は、EC、 アメリカ、日本等が各々の意見を

表明し、又、発展途上国の取 り扱いを検討することを確認するに止まった。

東京ラウンドの停滞を尻目に、発展途上国は国連貿易開発会議 (United Na‐

tions Conference on Trade and Development,UNCTAD)を 中心にして、先

進国に包括的な要求を突き付けるようになってきた。1974年の「新国際経済秩

序」の要求がその典型であるが、東京ラウンドに対しても発展途上国独自の要

求を提起していつた。1976年の第 4回 UNCTADは 、「新国際経済秩序」こそ

が発展途上国の中心的利害であり、東京ラウンドにもそれと整合性を持つこと

を求めた。具体的には、先進国間のものが中心であった通商交渉への発展途上

国の完全かつ効果的な参加 と東京ラウンドの全ての交渉課題において発展途上

国に「特別かつ異なる待遇」を供与することが要求されたfの セーフガード問題

でも、その適用対象から発展途上国の輸出を除外すること、若しくは厳格な条

件下においてのみそれを許容すること、そして、適用対象とされる国の輸出機

会の保証、被害に対する補償、等を求めているξつつまり、セーフガード改革を

巡って、ECの目指す方向性とは全く対立する強力な勢力が新たに登場してき

たのである。

東京ラウンド交渉は、1978年から「本質的な (substant市e)」 段階に入つた。

1977年 7月 にアメリカとECの間で具体的な交渉日程が合意されたことを受

けて "ヾECは 1978年 1月 17日 の閣僚理事会でECの交渉方針、関税譲許等を
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決定した。これに基づいて、同月 23日 のジュネーブでの非公式会議において、

ECは声明を発表し、貿易自由化のみならず、自らの特殊利害を推進すること

も明確かつ現実的である、と主張した。ここで言うECの特殊利害とは、特に

以下の 4分野、即ち、 1)ガ ット第 6条、アンチダンピング・相殺関税条項の

損害 (iniury)の 基準の適用、 2)選択的セーフガード、 3)調和的普遍的関税

評価法、そして 4)農業tでの同時的な前進を確保することである,めECは、

既存のEC統合の成果であるCAPに 関わる利害を堅守することを目指す一

方、EC関税同盟形成 と同時に設定された共通対外関税の構造 と整合的な調和

化を基本 とした関税引き下げを、即ち、自らの姿に似せた自由化を求めた。そ

れと同時に、貿易管理化のためのセーフガードに重点を置 くことを一層明確に

してきたのである6

1978年には、東京ラウンドが妥結に向けて本格的に動き出し、同時にECが
自らの重要な利害 として選択的セーフガードをよリー層前面に押し出すなか

で、具体的集中的に交渉が進んだ。しかしこの間、ECは他の参加国、特に日

本の関税引き下げ目標 (イ ニシャル・オファー)を不服 として、自らのイニシャ

ル・オファーを取 り下げた,。 その結果、ECの関税引き下げ巾の目標は、当初

の平均 40%か ら25%前後に後退したのである。そうした中で、交渉の進展状況

を表すものが、 7月 の非公式閣僚レベル会議とその後にだされた「東京ラウン

ド交渉の現状に関する数力国代表団声明」
“
0である。その中でセニフガードに

ついても触れられている。特に選択的適用に関しては「依然として集中的な交

渉の対象事項である」●0と して、交渉国間での合意が未だ形成されていないこ

とを明らかにした。そこで、セーフガードを巡る見解の相違がいかなるもので

あつたのか、さらに見て行こう。

セーフガードを巡っては、大きく分けて二つの考え方があった,つ一方は、急

激な輸入増加に直面した国がより機動的にセーフガードを活用できるように改

革するというものであり、他方はその利用を極力押さえ、既存の双務的セーフ

ガードに基づく輸入規制措置等も削減、撤廃することを求めるものであった。

前者の立場を最も強力に主張したのがECであり、アメリカがこれに続いてい

た。後者の立場に立つものが日本、発展途上国であつた。ECはセーフガード

の選択的適用によって発展途上国全てに対する適用を回避できると主張し、さ

らに、発展途上国への特別な差別的取 り扱いを拒否している。それに対して、

発展途上国側は、発展途上国に対するセーフガードの適用を認めない、若しく
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は厳格な条件付きでのみ許容する、と主張していた。見られるように、二つの

考え方は両極端に位置し、妥協は非常に困難な状況であつた。このような背景

のもと、先の声明が 1978年 7月 に出されたのである。

1978年後半は、東京ラウンド妥結に向けて一連の通商協議が行われた。さら

にその間に、アメリカの相殺関税法を巡るEC―アメリカの対立が交渉進展の

一つの阻害要因となったが(最終的にはECに納得のいく形で解決されたrめ懸

案のセーフガード問題は、11月 にECと発展途上国の代表の高級協議で討議さ

れたが、両者の見解の開きを埋めるには至らなかった。その直後のEC閣僚理

事会での結論を受けて 12月 に再度交渉を行つたが、結局、セーフガード問題は

妥協が達成されず、交渉継続の必要性を認めざるをえなかった,"

東京ラウンドの最終的妥結を目指し、それが実現したのは 1979年であった。

1979年 4月 には、セーフガード問題を除く全ての分野において大枠の合意が達

成されたが、セーフガードのみは歩み寄りが見られなかった。その後ECと発

展途上国の間で、集中的に交渉が続けられたが、両者の溝が埋まることはなかっ

た。選択的適用の是非70そ れが認められた場合の適用基準・条件(7⇒ を巡うて、

ECと発展途上国の妥協は形成されなかったからである。発展途上国はむしろ、

1979年 5-6月 の第 5回 UNCTAD“幼で示されたように、東京ラウンドそのも

のへの不満を露にし、発展途上国からの輸入をよリー層受け入れられるように

先進国の側での構造調整の必要性と発展途上国の利害の保護を求めていた。こ

うしてECと発展途上国の間でセーフガードについての合意を見ることなく、

12月 に東京ラウンド合意事項にECを始め参加各国が調印したが、発展途上国

はアルゼンチンを除いて、これに調印しなかった。そして、セーフガニド問題

についてECは、最終的にはその後も非公式協議を続けるという案で妥協する

しかなかったg3)

ECは、自らに似せて“より自由な貿易"の推進を受動的に図つた。同時に、

その性格を次第に保護主義的なものへと変化させながら、しかもその主たる対

象を発展途上国へと移しながら選択的セーフガードを追求していつた。しかし、

それは結局日の目を見ることはなかったのである。

第 4章 選択的セーフガード交渉の評価 と残された課題

東京ラウンドの主要な課題の一つとして東京宣言にも盛 り込まれ、ECが執
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拗に追求したセーフガードの改革は、1979年 4月 の仮署名においても、その後

の集中的な交渉によっても、結局合意に至らなかった。そして、セーフガード

問題は、東京ラウンド終結後も非公式協議を続けるという形の妥協によって収

拾されるしかなかったのである。それでは、何故にECの選択的セーフガード

の追求は失敗したのであろうか ?

セーフガード改革の失敗の理由は、発展途上国の台頭 と反対にあった。セー

フガード改革は、東京ラウンドにおいて一般的となったコード方式によって果

たされるはずのものであつたgoコ _ド方式においては、コード非受話国には引

き続き最恵国待遇が適用される一方、受諾国にはコァドの新たな規定が効力を

発する。それ故、発展途上国のセーフガード・ コードヘの不参加は、結局その

選択的適用が意味をなさないことになる。ECに とってセーフガードの主要な

対象は、アジア NICsか らの輸入圧力の緩和であつたことから、発展途上国の合

意、受諾は不可欠の要件であつた。しかし、EC、 発展途上国双方が要求する

セーフガード・ コードの内容は全 く対立するものであつた。

ECと発展途上国は、セーフガード・ コードの殆どの点において見解の相違

を見た。ECの要求する選択的適用は、アジア NICsを念頭に置いたものであつ

たのに対し、アジア NICsは他の発展途上国とともにUNCTADの 下にまとま

り、開発目的のために自らの輸出をセーフガードの対象から除外することを要

求した。ECが求めていたセーフガード援用の条件は、輸入国が輸出国の同意

無しで一方的に、しかも、国際監視機関の事後承認のみを必要とする、という

ものであった。それに対して発展途上国側では、輸出国の合意若しくは国際監

視機関の事前承認をその条件として求めており、この点でも両者の折り合いは

つかなかつた。セーフガード発動に伴う輸出国の被害に対して、ECは当初か

ら補償の限定乃至は免除を求めたのに対し、発展途上国にとっては重要な開発

原資となる輸出収入を制限するャーフガードの承認に当たって補償措置を確保

することが前提であった。つまり、急速な工業化を実現するために輸■市場を

確保することが課題であつた発展途上国にとって、先進国の輸入規制措置が増

大する局面において、さらにそうした傾向を加速するような選択的セーフガー

ドを詐容することはできなかったのである。

セーフガード改革は、東京ラウンドにおける交渉のみならず、その前例の経

験からも発展途上国にとっては合意しえない問題であった。ガットの例外とし

て交渉され、取り決められた一連の多角的繊維協定 (Multi‐ Fibre Arrange‐
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ment,MFA)は 、一種のセーフガード措置であり、選択的セーフガードは、MFA

を他の成熟・衰退産業ヘー般化する試みであつた。しかし、その実績は対象と

なった発展途上国にとつて厳しいもので、その一般化を承認することは出来な

かった。さらに、ECは、MFAにおいても自らの保護主義的、恣意的性格をあ

らわにしていつたgり 1974年から1977年 までのMFA― Iは年 6%の輸入増加

率の維持を輸入国側に求めていた。しかし、1978年のMFA更新にあたってE

Cは、輸入国が当初の6%か らより低い増加率へと輸入の増加を制限しうる「正

当な乖離 (reasonable departure)」 条項の挿入を新たに認めさせた。同時にE

cは、MFAに基づく輸入規制に際してアメリカとの関係を悪化させないため

に他の国からの輸入をより厳しく規制した。こうした前例が、発展途上国のセー

フガード改革に対する態度を硬化させ、東京ラウンドにおける交渉をより困難

にしていつたのである。

通商交渉としてのみ眺めれば、保護主義的なECの セーフガ早ド改革は、開

発のために輸出市場の確保を必要としていた発展途上国を説得しうるものでは

なかった、ということになろうもしかし、それはEC統合との関連からは、以

下のように評価しえよう。

第一に、セーフガード交渉の経緯は、ECの政策方針の修正、当時の介入主

義的イデオロギーを表していた。需要管理策の世界大での “国際協力"に EC

の方針の重心が移ったことによつて、「日本問題」の解決は、輸入規制より日本

市場の開放、日本の内需拡大に重点が変化した。しかし、同時にアジアNICsが

新たに台頭してきたため、引き続きセーフガード改革が東京ラウンドで模索さ

れた。しかも、需要管理策の有効性を高めるために必要な労働組合の協力を取

り付けるうえでも、輸入規制が求められたのである。

第二に、セニフガードの要求そのものは、客観的な課題へのECの対応の澤

れを示していた。“より自由な貿易"の実現はECに も新たな国際分業形成のた

めの構造調整を求めるものであつた。さらに、石油ショック、労賃と物価の累

積的高騰、日本・アジアNICsの台頭もまた、ECに供給面での調整を追るもの

であつた。そして、ECの セーフガード改革要求は、構造調整という課題に対

するECの受動的、問題先送り的対応を示すものであつた。

第二に、ECが効率的な輸入規制措置を必要としていたのは、この時期のE

C統合の弛緩状態を映していた。ECの修正された方針やそれを追求する際の

新たな制度的枠組み、通商政策面での加盟各国の独自行動は、必ずしも“主権
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の委譲"を促すようなものではなかった。そうした状況下で、CCPの形骸化

に歯止めをかけるためにセーフガード改革が求められたのである。

東京ラウンドにおけるセニフガード改革とその失敗が当時のECの特徴と限

界を表すものであったとするなら、そのような限界は如何に認識されるように

なり、突破されようとしたのか、そして、それはCCPに どのような変化をも

たらすものであったのか、見ていこう。そのことは、現在のEC統合の性質を

示すものでもある。

セーフガー ド改革が失敗するのと時を同じくして、1970年代の裁量的需要管

理策の限界 も明らかとなってきた。1978年のボン,サ ミットにおける「機関車

論」の実行は、その後のインフレ再燃 と第二次石油ショックにあってその限界

を露呈したのである。供給能力の伴わない需要喚起策は、インフレを悪化させ、

経済を不安定化させる、ということが先進各国において認識されるようになっ

た『
0)低成長下で福祉国家を維持したために、賃金と利潤の間の所得分配におい

て後者が不利となり、投資を抑制したのである。同時に、労働側の交渉力の増

大によって獲得された雇用保障は、労働市場の硬直化だけでなく、逆説的では

あるが、労働市場の二重化と若年失業者の増大をもたらした。このような状況

下において、“大きな政府"と その政策の失敗、市場への介入を批判し、“小さ

な政府"、 規制緩和そして市場機構の活用を主張する新保守主義が登場してき

た。そして、1981年政権につき、単独で需要喚起策を実行したフランス社会党

政権も、物価上昇、貿易収支の悪化そしてフランス・フランの下落に見舞われ、

供給面に重点をおいた政策への方針転換を余儀なくされた『
つ

供給面を重視した政策への転換は、「日本問題」への対応の変更を迫るもので

もあった。第二次石油ショック後、自動車、テレビ、VTR、 数値制御工作機械

等の輸入急増に対して、ECは構造調整のための息継ぎ期間を確保するために

日本にVERを求め、その方針転換を示した『
めしかし、それは各国毎の残存対日

輸入制限をECンベルのものに統一化することを伴わなかった、という点にお
いて、域内市場の分断を維持し、日本にVERを求める際にフランスが日本から

のVTR輸入をポワチエの税関のみに制限するという圧力を行使したように、

未だ加盟国の独自行動も見られた。つまり、構造調整を進めるにあたって厳し
い日本からの競争圧力に直面したECは、セーフガード改革に失敗したことも

あって、直接 VERを追求するようになったが、それは必ずしもECへの求心力
につながるものではなかった。
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ECが 日本に対してVERを積極的に追求するのと並んで、CCPの他の保

護主義的方策の発展も見られた。即ち、アンチ・ダンピング法の活用である。

確かにアンチ・ダンピング法は、すでに1970年代にもしばしば援用されてきた

輸入規制措置であり、CCPの一つの方策であった。東京ラウンドにおいてア

ンチ・ダンピング法もNTBsの一つとしてその規定をさらに明確化し、国際的

に統一するコードが作成されたことを受けて、ECも アンチ・ダンピング法の

改正を行つた。それは、被適用者の権利を明確にするという面では改善が見ら

れたが、同時に保護主義を助長すると見られる修正もなされたg"損害の原因の

一部がダンピング輸入にある場合でもアンチ・ダンピング法の適用を可能にし、

暫定関税の期間を3カ 月から4カ 月に延長し、場合によってはさらに2カ 月の

延長を認めた。散発的な場合や価格引き上げの約束 (undertakings)力 破ゞられ

た場合には遡及的にアンチ・ダンピング法の適用を許可し、調査の結論までの

期間を1年間とした。これらが、ECのアンチ・ダンピング法の保護主義的な

修正の内容である。そして、改正当初から予想されたアンチ・ダンピング法の

保護主義的性格は、実際のその運用過程で明らかとなった。1980年から1985年

のЁCの アンチ・ダンピング法の運用状況を調べたメッセルリンは、「EC規則

は強力な保護主義的傾向を有している」と結論付けている90

上述のような変化に加えて、CCPにおける “主権の委譲"の遅れも見られ

た。1970年代にECは、1970年、1974年、1979年 と計 3回の共通輸入自由化

措置を取つてきた

'。

それらは全てセーフガード条項を含むものであり、しかも

それはEC委員会の発議のみによるのではなく、同時に加盟国独自のセこフ

ガニド適用を許容するものであつた。ECへの “主権の委譲"と いう基準から

するなら、このような措置は共通政策としてのCCPの意義を限定するもので

あろう。それ故、加盟国独自のセーフガード援用は、1982年の改正によつて共

通輸入規則から除外されるものと期待されていた

'幼

しかし、1982年改正の共通

輸入規則。助を、その前身の1979年の規貝Jと 比較すれば明らかなように、セーフ

ガードに関する期待された実質的な変更は何らなされていない。即ち、加盟国

自身によるセーフガードの援用の可能性が削除されなかったのである。つまり、

東京ラウンドにおけるセーフガード改革は、CCPの発展を促す一契機となる

はずのものであつたが、その失敗によつてEC委員会が排他的に輸入を管理す

る権限の達成は十分果たされなかったのである。

上述の考察は、供給面を重視した政策とイデオロギーの変化は、すぐさま“主
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権の委譲"を促すものではなく、時として輸入規制 という後ろ向きの保護主義

的対応に向かう可能性があることを明らかにしている。ECへの求心力を与え

たのは、供給面での構造調整の必要性ということだけでなく、そこにおけるE
C固有の課題が存在したからである。

需要面に重点をおいた政策から供給を重視した政策への転換は、先進諸国に

共通して見られた変化であったが、ECの場合さらに重要な要素を含むもので

あつた。供給面での構造調整は、まず何よりも投資不足を解消すべきものであっ

たが、ECは同時に所謂ハイテク部門における日米に対する立ち遅れを解決し

なければならなかった。EC経済の危機の分析 と処方箋を提示した欧州議会向

け報告書04は、ECのハイテク輸出の衰退傾向を指摘している。さらにその報

告書は、ヨーロッパで販売されているコンピューターの 8割がアメリカから、

VTRの 9割が日本からの輸入であること等を例にとって、ヨーロッパの危機

の根幹は第二次産業革命の中心をなすエンクトロニクス部門における高い対外

依存度、「テクノロジー・ショック」にあるとしている。つまり、新しい技術革

新での遅れを取 り戻すことが、ECの供給面における対応の固有の課題だった

のである。

EC経済の危機が「テクノロジー・ ショック」に起因するという認識は、二

重の意味でECへの求心力を高めるものであった。エレクトロニクスに代表き
れる新たな技術革新は、研究・開発のための投資が大きく、より大きな市場を

必要とする。にもかかわらず、EC域内市場は各種のNTBsに よって分断され

ており、研究・開発投資を回収するに足るだけの市場を提供しえていないこと

がしばしば指摘されてきた,0耳 Cに よるVTRの規格統一の失敗とEC系企業
の日本企業との競争における敗退は、その典型例である。さらに、各国政府が
マイクロ・ プロセツサーのために支出してきた研究・開発資金は、EC総計で

みれば日本の倍に相当するが、各々の計画が重複したために資金量に見合った

成果を上げえなかったのである。このことは、逆に言えば、EC加盟各国はE
Cの下にまとまることによって域内市場の潜在的な利益を享受しうるのであ

り、非ヨーロッパのコストを削減できるのである。技術革新を推進するという

課題は、ECを市場統合に導く求心力があったのである。

他方、「テクノロジー・ショック」が日米という域外勢力への対抗という文脈

で提起されたこともまた、ECの求心力を高めるものであつた。「テクノロ

ジー・ ショック」は、ECが特にエレクトロニクス部門において日米からの輸
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入に依存することを意味するだけでなく、ハイテク部門におけるECの輸出の

低下にも結び付 くものである

'0第

二次石油ショック後、日本からのVTRや数

値制御工作機械等のハイテク製品の輸入の急増 として「テクノロジー・ ショッ

ク」は現れ、当初のECの対応は日本に対してVERを求めるというものであつ

た。しかし、日本の対EC輸出増加は、エンクトロニクス部門における日本の

競争力の強化に結び付いたものであり、1970年代後半以降需要が急速に伸びた

部門ヽその供給力を振 り向けた結果でもあつた。他方、ECはそうした需要の

変化に必ずしも効果的に対応していなかつた

'つ

それ故、単に日本からの輸入を

VER等によつて規制しても、そのこと自体は問題の根本的解決にならないので

ある。1970年代の需要管理策の “国際協力"を 日本にも求める流れのなかで後

景に隠れていた供給面での「日本問題」が再浮上し、ECが共同して対処しな

ければならい域外勢力が再度登場してきたのである。「テクノロジー・ショック」

への対応、域外勢力への対抗という課題がЁCへの求心力を高め 鋤ヾ市場機構の

活用という1980年代の経済政策イデオロギーに沿つた形の処方箋がだされた。

それが、具体的には1985年にEC委員会から提案され、その後のEC統合の基

本線を規定している「1992年域内市場計画」なのである。

「テクノロジー・ ショックJへの対応をECと して共同して進めることは、

同時にCCPの在り方にも一定の変化をもたらすことになった。1970年代の衰

退・成熟産業の整理のための保護の要請がら、1980年代には成長産業の育成に

重点を移してくることになるのである。ハイテク産業部門を中心とした、輸入

のみならず直接投資をも視野に納めたアンチ・ダンピング法の活用は、そのよ

うなECの課題の変化を反映したものである。すでに見たように 1980年代前半

におけるECのアンチ・ダンピング法は、非常に保護主義的な性格を強めてき

た。しかも、当初は肥料、パルプ、ベアリング等の比較的単純な製品がその対

象であつた。それが次第に、電子タイプライター、CDプレーヤー、半導体

(DRAMS)等の主に日本からのエンクトロニクス製品輸入を含むようになっ

てきた。そして、アンチ・ ダンピング法の適用を回避するために、日本企業が

EC域内に工場を設立するようになると、1987年にECは直接投資も対象にで

きる所謂「スクリュードライバー規貝J」 を、アンチ・ダンピング法に付加した,"

同規則は、アンチ・ ダンピング法の適用を受けた企業が直接投資を通じた迂回

販売を行うことを規制するための規則である。同規則は、域外企業のEC内工

場で生産された製品が、EC産 として域内市場で自由に流通するためには、部
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品の一定比率がEC域内で調達されることを求めている。ECは、成長部門に

おけるEC系企業に “息継ぎ期間"を与えるための輸入規制を行うようになっ

てきただけでなく、さらに注目すべきは、新しい規則によって、ECへの技術

移転を促進するように直接投資を管理してきているのである。例えば、「スク

リュードライバー規則」は、研究開発をEC域内で行う域外企業をアンチ・ ダ

ンピング法の適用から除外しうることになっている。また、「スクリュードライ

バー規則」を補完する幾つかの原産地規則は、技術的に重要な生産工程をEC
域内に設置することを当該製品がEC産であるための条件 としている9のつま

り、ECが「テクノロジー・ ショック」に対応しようとしたことをうけて、C
CPの役割も変化してきているのである。

発展途上国との利害対立によって東京ラウンドにおけるECの選択的セーフ

ガード追求は失敗した。同時にそれは、当時のEC統合方針の特徴と限界、統

合の弛緩状態を示すものでもあった。そして、その失敗はその後のCCPの展

開にも微妙に影響を与えた。さらに、CCPの背後にあったEC統合方針の限

界から、新たな方針の転換が生み出され、それは同時にCCPの役割にも一定

の変化をもたらすものであった。

結びにかえて

今まで殆ど顧みられることのなかったEC統合の文脈において、ECと ガッ

トの関係を考察するという視角からECの対ガットCCPを分析してきた。本

稿が焦点をあてた東京ラウンドにおけるセニフガード改革問題は、需要管理策、

政労使協力を基本にした市場への介入を、カロ盟国の主導と協力を主軸にして行

おうとしていた 1970年代半ば以降のECの特徴と限界を反映したものであり、

同時に加盟国独自の行動によるEC委員会の権威の低下とも不可分に関わるも

のであった。その意味で、ECがガットの基本原理に収飲するか、否か、とい

う従来の問いかけからは見えてこない、1970年代に固有のその歴史的性格が明

らかにされたと言えよう。

他方、東京ラウンドにおける交渉は “より自由な貿易"を求めると同時に貿

易を管理化することを求めるCCPの二面的性格を示すものでもあった。EC
は、その域外依存の高さ故、関税の標準化型の引き下げという受動的な形では

あったが、“より自由な貿易"へ貢献した。同時に、その特異な域内分業構造と
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政策決定の在 り方から、セーフガードのように貿易の管理化を指向する傾向を

有することが指摘された。このような二面性の指摘は、EC統合を “ヨーロッ

パの要塞化"と見る見方や世界大での自由貿易への第一段階という見方が、ど

ちらもECのある一面のみを過度に強調していることを批判するものである。

EC統合そのものが、全ての加盟国に世界大での国際分業に適合的な貿易構造

を形成 しうることを、常に事前に保証 しうるものでない以上、上述の二面性を

生み出す契機は常に内在 しているのである。

上述の意義は、同時に、今後の課題を暗示するものである。本稿がもっばら

1970年代を対象 としたことから、1980年代、特に、単一欧州議定書以降のEC

統合 とその下でのCCPの 展開をさらに詳細 に考察することが求められよう。

アンチ・ダンピング法やその他の保護主義的方策は、Fテ クノロジー・ショック」

への対応 という文脈で評価する場合、成功を納めたと言えるのか、否か、 とい

うことが問われよう。今後の課題 としたい。
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Trading System'', ⅣOγtt Eco%ο″勾′,V01。 1,■ o。 2,1978,pp149‐ 161.

(8)ヒ ンドレィは、VERが輸出価格の上昇を通じて輸出国に利益をもたらす可

能性が存在するのに対して、セーフガードはそうした利益を輸出国にもたらさ
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ヱ労θ》Fレ “Иzゅ励 R″θ″,Brussels,March,1975,も 、最初に1969年以来
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殺ぐことによつて、労働市場の柔軟性を復活させることを目指す「デユアリズ

ム」と呼ばれる方策がある。両者は現実の政治経済においては並存しうるもの

であるが、西欧では1970年代には前者が、1980年代以降は後者の方が優勢と

なっている。「コーポラティズム」、「デュアリズム」についての理論的、実証的

研究としては、J.H.ゴールドソープ編/稲上毅・下平好博・武川正吾・平岡公
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済を支える新集団指導体制という応急の仮帆の装備が必要になったのであ
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る。」パットナム&ベイン、前掲書、20頁。
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3 June 1977)",EC.3ι〃。,Supplernent 2/77,1977.は 、地域政策の目的の一つ
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であるという事実にもかかわらず、アメリカの貿易・国際収支問題の解決に重

要かつ継続的な貢献を行い続ける。」、EC響%″。1‐ 72.p。 16。

(34) 蓼文字は、 CoIImission of the European Coulrununities,E%ヽ

"θ

α%Ecoπθ″り,

no。 7,Bruxelles,Nov。 1980,の 付属統計から算出。

(35)関税同盟の分析を基本にした既存の統合理論は、域内における自由な市場の

形成に伴う産業の国境を越えた地理的な再配置、さらにそれが残余世界との経

済関係を再編成するにあたって提起する問題を扱いうるものではない。何故な

ら、既存の理論は貿易がもたらす静態的、動態的利益とその厚生への影響に関

する研究に終始しており、地理的広がりを想定していないからである。しかし、

域内分業の形成を通じて作り上げられるカロ盟各国の経済構造なり、貿易構造

は、“主権の委譲"を進めるにあたってその程度、内容を決定する重要な要因と

なりえよう。本稿脚注 22)で示したことは、この点と密接に絡むものである。

本稿においてこのような理論的問題にこれ以上立ち入ることはできないが、今

後の課題 としたい。なお、既存の統合理論の包括的なサーベイとしては、
・
Rob‐

,On,P。 , 7物ι Eco%θ %′

“
 げ 2″夕παttθ ttz′ 物たgπ″θ物 ンa′″。,London:

Unwin Hyman,1987.を 参照されたい。
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いては、安藤、前掲論文を参照されたい。

(37)1973年から1981年 までEC委員会の対日・北米局に勤務したメ.ィ ネルは、

「1970年代、……、共同体の努力の重点は1日本から共同体への輸出の規制に

よって貿易不均衡の拡大を救済するよりも、むしろ日本市場の `開放'に向けら
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ものであつた。さらに、アジアNICsは低賃金、劣悪な労働条件によって競争

力を確保し、輸出の伸びを果たしているという批判、「ソーシヤル0ダ ンピング」

論があつた。こable,v"“ Britain,The`New Protectionism'and TFade with

the Newly lndustrialising Countries",2″夕ηzαガθ%α′ノ軍珍′縛,VOl.55,nO。 1,

Jan.1979,pp.1‐ 17.は、ヨーロッパにおける「ソーシャル・グンピング」論を

批判的に紹介している。

(41)フ ランスの「管理された自由貿易」については、Barre,R.“ Le point de vue

de la France,Pour une libert6 organls6e des 6changeS",ノb%ηα′αι Gθ%いc,

15 Septembre 1977。 , IMF ``Thё Rise in Protectionislrl'', IyF Fbηψカル′

彫滋s,No.24,Washington D.C.:IMF,1978.pp.65‐ 66.を 参照されたい。

(42)1動ι」酔ο%ο%た′,Nov.5.1977。 ,p。 119.は、イギリスの通商大臣、外務大臣に

よる自由貿易批判の演説を紹介している。

(43)fレ′滋解彦%力η Dθ厖燃 r」助容ιげ 6%%ο%s″
'aα

′ヵ%グ%′ ,1977‐ 78,vol.

943,6 Feb。 1978,lo05‐ 1006。,vol.945,10 NIar。 1978,827.

(44)貿易め管理化は、自律的な有効需要喚起策を実行するためにも必要である、

とアカデミックなレベルからも支持を受けていた。Cripps,F&Godley,W。

“Control of lmports as a Means to Full Employment and the lExpansion of

World Trade:the UK's Case",Cα %ろ%をユフ%夕%α′q/Ecοπθ%′6S,Vol.2,no.
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4,Dec.1978,pp.327… 334.しかも、彼らは同時に、成長を促進することこそが

構造調整のための最良の政策である、としている。

(45)イ タリアの対外支払い預託金制度とその導入の経緯については、藤川鉄馬

『イタリア経済の奇蹟と危機』産業能率大学出版部、1980年、31-32、 39-40頁

を参照されたい。

(46) ECの対応策については、ユ劉物′′。5・74,pp.6‐ 13.,a"物″.6‐ 74,pp.23‐ 26.,

EC‐3%″。7/8‐ 74,pp。 19‐22.

(47)当時の西 ドイツ首相のシユミットは、この点を最もよく理解していた一人で

あった。経済政策運営における政府と労働組合の関係の重要性についての彼の

考え方については、H.シ ユミット (永井清彦・片岡哲史・三輪晴啓 0内野隆司

訳『ドイツ人と隣人たち (上 )』 岩波書店、1991年、255-258頁、を参照された

(48)表-6に示されているものは全てECと しての措置ではなく、加盟国が独自

に取ったものである。この表は、特定の輸出国側からの報告を基にして作成さ

れたものであり、共通の基準に沿ったものではなく、しかもそれは全ての国を

網羅しているわけではない。これは、1970年代の輸入を規制する種々の方策が、

VERをはじめとしてガットの枠外で行われてきており、その全貌を正確に把

握することはきわめて困難なためである。その意味では、不十分かつ不正確さ

を免れないことを予めことわっておく。

(49)ユ
"物

″。1‐72.pp.15‐ 18。 東京ラウンドの交渉経緯については、EC等の公式

出版物を基本にして、新聞等の報道も合わせて利用した。

(50)EC‐I磁″.3‐72.pp.57‐ 58.

(51)あが。,p.57.

(52) EC‐ 』物″。Supplemente.2‐ 73,EC響%″ .4‐ 73。 pp.65‐ 66.,ECa″
`5‐

73.pp.

60‐61.,EC響%″ .6‐73.pp.67‐ 68.

(53)東京宣言の前文は、3C-3蒻 .9‐ 73.pp。 9‐ 12.に 掲載されている。なお、セー

フガード改革については、第 3項 (d)で指摘されている。

(54)宮崎弘通「新国際ラウンドと日本」、『世界経済評論』17(11)、 1973年 11月、

4-17頁。なお、日本の代表の一人として東京会議に参加した同床は、フランス

とアメリカの妥協形成に日本も多大な努力をしたことを強調している。しヽずれ
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